
 

売  買  契  約  標  準  約  款 

 

（総則）  

第１条  発注者及び受注者は、頭書の物品の売買契約に関し、この契約書に定めるものの

ほか、別冊の図面及び仕様書に従いこれを履行しなければならない。  

２  受注者は、発注者から特に指示を受けたときは、頭書の納入期限内において当該物品

を分納することができる。  

（権利義務の譲渡等）  

第２条  受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、書面により発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。  

（契約内容の変更、中止等 ）  

第３条  発注者は、必要があると認めるときは、契約内容を変更し、又は物品の納入を一

時 中 止 し 、 若 し く は 打 切 る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 納 入 期 限 又 は 契 約 代 金

を 変 更 す る 必 要 が あ る と き は 、 発 注 者 と 受 注 者 と が 協 議 し て 書 面 に よ り こ れ を 定 め る 。  

２  発注者は、前項の場合において、受注者が損害を受けたときは、その損害を賠償しな

ければならない。賠償額は、発注者と受注者とが協議して定める。  

（受注者の請求による納入期限の延長）  

第４条  受注者は、天候の不良等その責に帰することができない理由その他の正当な理由

に よ り 、 納 入 期 限 内 に 物 品 を 納 入 す る こ と が で き な い と き は 、 発 注 者 に 対 し て 、 遅 滞

な く 、 そ の 理 由 を 明 ら か に し た 書 面 に よ り 納 入 期 限 の 延 長 を 求 め る こ と が で き る 。 こ

の場合における延長日数は、発注者と受注者とが協議して書面により定める。  

（一般的損害）  

第５条  物品の引渡し前に、納入物品について生じた損害は、受注者の負担とする。ただ

し 、 そ の 損 害 の う ち 発 注 者 の 責 に 帰 す る 理 由 に よ り 生 じ た も の に つ い て は 、 発 注 者 が

負担する。  

（納入の通知）  

第６条  受注者は、物品を納入したときは、直ちに、納品書その他の方法によりその旨を

発 注 者 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。 第 １ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 分 納 す る 場 合 も 、 ま た

同様とする。  

（検査及び引渡し）  

第７条  発注者は、前条の規定により納入の通知を受けたときは、その日から起算して 10

日以内に受注者の立会いを求めて物品の検査を行わなければならない。  

２  受注者は、前項の検査に立会わないときは、その検査の結果につき、立会わないこと

を理由に異議を申立てることができない。  

３  第１項の検査の結果、不合格品があるときは、受注者は、直ちに、取替え、又は補修

等 を 行 い 、 納 入 期 限 又 は 発 注 者 の 指 定 す る 期 日 ま で に 再 検 査 を 受 け な け れ ば な ら な い 。

こ の 場 合 に お い て 物 品 の 納 入 及 び 再 検 査 等 に つ い て は 、 前 条 又 は 前 ２ 項 の 規 定 を 準 用



する。  

４  受注者は、納入物品が発注者の行う検査に合格したときは、遅滞なく、当該物件を発

注者に引渡さなければならない。  

（契約代金の支払）  

第８条  受注者は、前条第４項の規定により引渡しをしたときは、所定の手続きに従って

契約代金の支払を請求することができる。  

２  発注者は、前項の規定による請求を受理したときは、その日から起算して 30日以内に

契約代金を支払わなければならない。  

３  発注者がその責に帰すべき理由により前条第１項の期限 内に検査をしないときは、そ

の 期 限 を 経 過 し た 日 か ら 検 査 を し た 日 ま で の 期 間 の 日 数 は 、 前 項 の 期 限 （ 以 下 「 約 定

期 限 」 と い う 。 ） の 日 数 か ら 差 し 引 く も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 そ の 遅 延 日 数

が 約 定 期 限 の 日 数 を 超 え る と き は 、 約 定 期 限 は 、 遅 延 日 数 が 約 定 期 限 の 日 数 を 超 え た

日において満了したものとみなす。  

（履行遅滞の場合における延滞金等）  

第９条  受注者の責に帰する理由により、納入期限内に物品を納入することができない場

合 に お い て 、 納 入 期 限 後 に 納 入 す る 見 込 み が あ る と 認 め る と き は 、 発 注 者 は 、 受 注 者

から延滞金を徴収して納入期限を延 長することができる。  

２  前 項 の 延 滞 金 の 額は 、 遅 延 日 数 に 応 じ 、年 2.6パ ー セ ン ト の 割合 で 計 算 し た 額 （ その

額 が 100円 未 満 で あ る と き 、 又 は そ の 額 に 100円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 全 額 又

は端数を切り捨てた額）とする。  

３  発注者の責に帰すべき理由により、前条第２項の規定による契約代金の支払が遅れた

場 合 に お い て は 、 受 注 者 は 、 未 受 領 金 額 に つ き 、 遅 延 日 数 に 応 じ 、 年 2.6パ ー セ ン ト の

割 合 で 計 算 し た 額 （ そ の 額 が 100円 未 満 で あ る と き 、 又 は そ の 額 に 100円 未 満 の 端 数 が

あ る と き は 、 そ の 全 額 又 は 端 数 を 切 り 捨 て た 額 ） の 遅 延 利 息 の 支 払 を 発 注 者 に 請 求 す

ることができる。  

（発注者の解除権）  

第 10条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除すること

ができる。  

⑴  そ の 責 に 帰 す る 理 由 に よ り 、 納 入 期 限 内 又 は 納 入 期 限 後 相 当 の 期 限 内 に 物 品 を 納

入する見込みがないと明らかに認められるとき。  

⑵  前 号 に 掲 げ る 場 合 の ほ か 、 契 約 に 違 反 し 、 そ の 違 反 に よ り 契 約 の 目 的 を 達 す る こ

とができないと認められるとき。  

⑶  第 11条第１項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。  

２  発注者は、前項に規定する場合のほか、受注者（第１号から第５ 号までに掲げる場合

に あ っ て は 、 受 注 者 又 は そ の 支 配 人 （ 受 注 者 が 法 人 の 場 合 に あ っ て は 、 受 注 者 又 は そ

の 役 員 若 し く は そ の 支 店 若 し く は 常 時 契 約 を 締 結 す る 事 務 所 の 代 表 者 ） が 次 の 各 号 の

いずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。  

⑴ 暴 力 団 員 （ 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 7 7

号 ） 第 ２ 条 第 ６ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 を い う 。 第 ５ 号 及 び 第 ６ 号 に お い て 同 じ 。 ）



であると認められるとき。  

⑵ 自 己 若 し く は 第 三 者 の 不 正 な 利 益 を 図 り 又 は 第 三 者 に 損 害 を 与 え る 目 的 で 暴 力 団

（ 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団

をいう。以下この項において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。  

⑶  暴 力 団 の 威 力 を 利 用 す る 目 的 で 金 品 そ の 他 財 産 上 の 利 益 の 供 与 （ 以 下 こ の 号 及 び

次 号 に お い て 「 金 品 等 の 供 与 」 と い う 。 ） を し 、 又 は 暴 力 団 の 活 動 若 し く は 運 営 を

支援する目的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。  

⑷  正 当 な 理 由 が あ る 場 合 を 除 き 、 暴 力 団 の 活 動 を 助 長 し 、 又 は 暴 力 団 の 運 営 に 資 す

ることとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。  

⑸  暴力団員と交際していると認められる とき。  

⑹  暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。  

⑺  そ の 者 又 は そ の 支 配 人 （ そ の 者 が 法 人 の 場 合 に あ っ て は 、 そ の 者 又 は そ の 役 員 若

し く は そ の 支 店 若 し く は 常 時 契 約 を 締 結 す る 事 務 所 の 代 表 者 ） が 第 １ 号 か ら 前 号 ま

で の い ず れ か に 該 当 す る こ と を 知 り な が ら 当 該 者 と こ の 契 約 に 係 る 下 請 契 約 、 材 料

等の購入契約その他の契約を締結したと認められるとき。  

⑻  第 １ 号 か ら 第 ６ 号 ま で の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 契 約 の 相 手 方 と す る こ の 契 約 に

係 る 下 請 契 約 、 材 料 等 の 購 入 契 約 そ の 他 の 契 約 （ 前 号 に 該 当 す る 場 合 の 当 該 契 約 を

除く。）について、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。  

３  発注者は、前２項の規定により契約を解除したときは、物品の既納部分の検査をし、

当 該 検 査 に 合 格 し た 部 分 に つ い て は 、 引 渡 し を 受 け る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て

は 、 当 該 引 渡 し を 受 け た 部 分 に 相 応 す る 契 約 代 金 を 受 注 者 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。  

４  第１項及び第２項の規定により契約を解除した場合においては、受注者は、契約代金

の 100分 の 10に 相 当 す る 金 額 （ そ の 額 に 100円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 を 切

り捨てた額）を違約金として発注者の指定する期間 内に支払わなければならない。  

第 10条の２  発注者は、受注者がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したとき

は、契約を解除することができる。  

 ⑴  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独

占 禁 止 法 」 と い う 。 ） 第 49条 に 規 定 す る 排 除 措 置 命 令 に お い て 受 注 者 又 は 受 注 者 を

構 成 員 に 含 む 事 業 者 団 体 （ 以 下 こ の 号 及 び 次 号 に お い て 「 受 注 者 等 」 と い う 。 ） に

独 占 禁 止 法 第 ３ 条 又 は 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 が あ っ た と さ れ る 場 合 に

お い て 、 受 注 者 等 に 対 す る 当 該 排 除 措 置 命 令 が 確 定 し た と き （ 受 注 者 が 当 該 排 除 措

置 命 令 の 名 宛 人 と な っ て い な い 場 合 に あ っ て は 、 当 該 排 除 措 置 命 令 の 名 宛 人 に 対 す

る当該排除措置命令の全てが確定したとき）。  

 ⑵  独占禁止法第 62条第１項に規定する納付命令において受注者等に独占禁止法第３条

又 は 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 が あ っ た と さ れ る 場 合 に お い て 、 受 注 者 に

対 す る 当 該 納 付 命 令 が 確 定 し た と き （ 受 注 者 が 当 該 納 付 命 令 の 名 宛 人 と な っ て い な

い 場 合 に あ っ て は 、 当 該 納 付 命 令 の 名 宛 人 に 対 す る 当 該 納 付 命 令 の 全 て が 確 定 し た

とき）。  

 ⑶  受注者が、公正取引委員会から受けた排除措置命令又は納付命令 について抗告訴訟



を 提 起 し た 場 合 に お い て 、 そ の 訴 え に つ い て の 請 求 を 棄 却 し 、 又 は 訴 え を 却 下 す る

裁判が確定したとき。  

 ⑷  受注者又は受注者の代理人、使用人その他の従業員（受注者が法人の場合にあって

は 、 そ の 代 表 者 又 は そ の 代 理 人 、 使 用 人 そ の 他 の 従 業 者 ） が 刑 法 （ 明 治 40年 法 律 第

45号 ） 第 96条 の ６ 若 しく は 同 法 第 198条 の 罪又 は 独 占 禁 止 法 第 89条の 罪 を 犯 し 、 刑 に

処せられたとき。  

２  前条第３項及び第４項の規定は、前項の規定により契約が解除された場合に準用する。  

（受注者の解除権）  

第 11条  受注者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、契約を解除するこ

とができる。  

⑴  第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 契 約 内 容 を 変 更 し た た め 、 頭 書 の 契 約 代 金 が ３ 分 の

２以上減少したとき。  

⑵  第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 物 品 納 入 中 止 の 期 間 が 、 納 入 期 限 の ２ 分 の １ 以 上 に 達

したとき。  

⑶  発 注 者 が 契 約 に 違 反 し 、 そ の 違 反 に よ り 契 約 の 目 的 を 達 す る こ と が で き な い と 認

められるとき。  

２  第 10条第３項の規定は、前項の規定により契約が解除された場合に準用する。  

（契約保証金）  

第 12条  発注者は、目的物の引渡しがあったときは、直ちに、受注者の頭書の契約保証金

を還付しなければならない。  

２  第 10条第１項若しくは第２項又は第 10条の２第１項の規定により発注者が契約を解除

したときは、頭書の契約保証金は、発注者に帰属するものとする。  

３  第 10条第４項の違約金を受注者が納付する場合は、当該違約金の額から頭書の契約保

証金の額を控除するものとする。  

（賠償金等の徴収）  

第 13条  受注者がこの契約に基づく賠償金、損害額又は違約金を発注者の指定する期間内

に 支 払 わ な い と き は 、 発 注 者 は 、 そ の 支 払 わ な い 額 に 発 注 者 の 指 定 す る 期 間 を 経 過 し

た 日 か ら 契 約 代 金 支 払の 日 ま で 年 2.6パ ー セン ト の 割 合 で 計 算 し て得 た 利 息 （ そ の 額 が

100円 未 満 で あ る と き 、 又 は そ の 額 に 100円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 全 額 又 は 端

数 を 切 り 捨 て た 額 ） を 付 し た 額 と 、 発 注 者 の 支 払 う べ き 契 約 代 金 と を 相 殺 し 、 な お 不

足あるときは追徴する。  

２ 前 項 の 追 徴 を す る 場 合 に は 、 発 注 者 は 、 受 注 者 か ら 遅 延 日 数 に つ き 、 年 2.6パ ー セ ン

ト の 割 合 で 計 算 し て 得 た 金 額 （ そ の 額 が 100円 未 満 で あ る と き 、 又 は そ の 額 に 100円 未

満の端数があるときは、その全額又は端数を切り捨てた額）の遅延利息を徴収する。  

 （談合その他の不正行為に係る賠償額の予定）  

第 13条の２  受注者は、第 10条の２第１項各号のいずれかに該当するときは、発注者が契

約 を 解 除 す る か 否 か に か か わ ら ず 、 契 約 代 金 額 の 10分 の １ に 相 当 す る 賠 償 金 （ そ の 額

に 100円 未 満 の 端 数 があ る と き は 、 そ の 端 数を 切 り 捨 て た 額 ） に 契約 代 金 額 の 支 払 の 日

か ら 当 該 賠 償 金 の 支 払 の 日 ま で の 日 数 に 応 じ 、 年 2.6パ ー セ ン ト の 割 合 で 計 算 し た 額



（ そ の 額 が 100円 未 満 で あ る と き 、 又 は そ の 額 に 100円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の

全 額 又 は 端 数 を 切 り 捨 て た 額 ） の 利 息 を 付 し て 発 注 者 が 指 定 す る 期 限 ま で に 支 払 わ な

け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 第 10条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ３ 号 ま で の う ち 、 独 占 禁 止

法 違 反 行 為 が 、 独 占 禁 止 法 第 ２ 条 第 ９ 項 に 基 づ く 不 公 正 な 取 引 方 法 （ 昭 和 57年 公 正 取

引 委 員 会 告 示 第 15号 ） 第 ６ 項 に 規 定 す る 不 当 廉 売 の 場 合 な ど 発 注 者 に 金 銭 的 損 害 が 生

じ な い 行 為 と し て 、 受 注 者 が こ れ を 証 明 し 、 そ の こ と を 発 注 者 が 認 め る と き は 、 こ の

限りでない。  

２  前項の規定にかかわらず、発注者に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を超

え る 場 合 は 、 発 注 者 は 、 受 注 者 に 対 し て そ の 超 過 分 に つ き 賠 償 を 請 求 す る こ と が で き

る。  

３  前２項の規定は、この契約による履行が完了した後においても適用するも のとする。  

（契約外の事項）  

第 14条  この契約書に定めのない事項については、必要に応じて、発注者と受注者とが協

議して定めるものとする。  


